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 あらまし  海中での電磁波を利用するシステムを検討するにあたり，海中における電磁界計測は必須の検討事項

である．しかしながら，海中での電磁波の伝搬減衰を考慮すると，使用される周波数は 10 kHz 以下と想定されるた

め，大掛かりな準備と多くの人手を要する実験となってしまう．本稿では，低周波数帯で海水が導電媒質であるこ

とに着目して，疑似スケールモデルにより，海中電磁界計測を実験室内に設置できる水槽で擬似的に実施した結果

を紹介する．実験室レベルでの計測が可能となったことから，開発サイクルの迅速化が見込まれると考えている． 
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Abstract  Electromagnetic field distribution in the sea should be essentially measured when developing a system that uses 
electromagnetic waves in the sea. However, due to the propagation decay of electromagnetic waves in the sea, the frequency to 
be used is assumed to be 10 kHz or less, resulting in an experiment requiring a large amount of preparation and a lot of human 
resources. In this report, focusing on the fact that seawater is a conducting medium in the low frequency band, we introduce the 
results of simulating underwater electromagnetic field measurement in a water container that can be installed in the laboratory 
using our proposed pseudo-scale model. Since the measurement in the laboratory has become possible, it is expected that the 
development cycle will be accelerated. 
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1. まえがき  

海中における電磁波利用の大きな障害は，海中での

大きな伝搬減衰である．電子機器を利用した通信・測

定技術の進歩に伴い，海中における電磁波利用は近年

再び注目を集めている [1]．大きな減衰を回避するため

には，低い周波数帯を利用し，通信範囲を限定する必

要がある．その一例として，著者らは水難事故の救命

活動におけるダイバー支援を目的とした海中電波測位

システムを検討している [1]-[4]．この際，研究開発を

進める上で大きな問題となるのが，周波数が低いため

に，検証実験系の規模が実験室内に収まらなく，大規

模水槽や海中で展開せざるを得ないという点である．

それに付随して，準備に要するコスト，時間，実験要

員の確保などの問題もある．手軽にアイディアを実験

で検証するためには，多少厳密性は損ねても実験室内

でスケール実験を行えるメリットは大きい．  
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 自由空間でよく利用されるスケールモデルでは，寸

法を  1/𝑛 倍とした場合，周波数を  𝑛 倍にするだけでな

く，導電率も  𝑛 倍にしなければならない．しかしなが

ら，現実問題として，実験室内で実験系を組むのに適

したスケールファクタ  𝑛 に対して，元の導電率の  𝑛 倍
となる食塩水は，その飽和限界を超え，実現できない．  
 本稿では，これまでに著者らが提案した，導電媒質

に特化された疑似スケールモデル [5]を利用して，

10 kHz 帯で検討している海中電波応用システムに対

して，海中のおける電界分布を測定できるスケールダ

ウン測定系を構築した事例について説明する．  
 

2. 疑似スケールモデル  
海中アンテナは，海中での伝搬損失を抑えるために，

減衰定数が小さい，低い周波数帯，例えば，kHz 帯で

利用される．一方，1 GHz より低い周波数では，典型

的な海水の複素比誘電率の実部  𝜀௥  および導電率  𝜎
は  一定値を示すことが知られている [6]．本節での数値

検討においては，𝜀௥ = 80, 𝜎 = 4 S/m の値を用いる．こ

のため，海水の誘電正接  𝑝 = tan 𝛿 = 𝜎/𝜔𝜀 は周波数が低

くなると非常に大きな値を示すようになり，変位電流

の存在を無視できる完全導電媒質とみなすことができ

る．ここで，𝜔 は角周波数であり，𝜀 は海水の複素誘電

率の実部とする．いま，変位電流の寄与を含めた複素

導電率を  𝜎௘ = 𝜎 + 𝑗𝜔𝜀 (1) 
により定義する．このとき，海中を無限大の一様損失

媒質とみなすと，海中における源なしのマクスウェル

の方程式は  ∇ × 𝑬 = −𝑗𝜔𝜇଴𝑯 (2) ∇ × 𝑯 = 𝜎௘𝑬    (3) 
と与えられる．ここで，𝑬, 𝑯 は電界，磁界であり，𝜇଴ は
透磁率である．厳密には  𝜎௘ は  𝜔 に依存するが，ここで

は  𝜎௘ が  𝜔 により変化しないと仮定する．このとき，寸

法を  1/𝑛 倍すると，スケールダウン後の寸法は  𝑙ᇱ =𝑙/𝑛 と与えられ，ナブラ演算子  ∇ は  𝑛∇′ と変換される．

ここで， ′ はスケールダウン後の量を表すものとする．𝑬′ = 𝑛𝑬, 𝜔′ = 𝑛ଶ𝜔とおくとき， (2), (3)は  ∇′ × 𝑬′ = −𝑗𝜔′𝜇଴𝑯 (4) ∇′ × 𝑯 = 𝜎௘𝑬′   (5) 
となる．すなわち，電界を  𝑛 倍し，周波数を  𝑛ଶ 倍とす

ることで，スケールダウン前後のマクスウェル方程式

は同形となる．疑似スケールモデルとは，このスケー

ル変換則に基づき，一様な導電媒質内での電磁界の振

る舞いを，周波数を上げ，寸法を小さくして測定する

ためのモデルを指す [5]．スケールダウン前後で，媒質

が完全導電媒質であることが望まれるが，実際には周

波数が高くなると誘電正接  𝑝 が小さくなるため，完全

導電媒質とみなせない．しかしながら，海中で   kHz 帯
において動作するアンテナの物理的寸法は，屋外ある

いは海中での試験を余儀なくさせるものであり，スケ

ールダウンにより屋内に設置された水槽内で近似的に

試験代用できるメリットは大きい．  
 疑似スケールモデルを検討する際のオリジナルモデ

ルとして kHz 帯で動作する海水アンテナを想定すると，

海水は完全導電媒質とみなせるので，その伝搬定数は  𝛾 = ට𝜔𝜇଴𝜎2 (1 + 𝑗) (6) 

と与えられる．スケールダウン後の角周波数  𝜔ᇱ =𝑛ଶ𝜔 における誘電正接を  𝑝′ と表すことにすれば，対応

する伝搬定数は  𝛾′ = 𝑛𝛾[𝑓(1/𝑝ᇱ) + 𝑗𝑔(1/𝑝ᇱ)] (7) 
と与えられる．ここで  𝑓(𝑝) = ቂඥ1 + 𝑝ଶ + 1ቃଵ/ଶ √2ൗ  (8) 𝑔(𝑝) = ቂඥ1 + 𝑝ଶ − 1ቃଵ/ଶ √2ൗ (9) 

とする．また，スケールダウン後の減衰定数  𝛼ᇱ，位相

定数  𝛽ᇱ は  𝛼ᇱ = 𝑛𝛼ඥ2/𝑝ᇱ𝑔(𝑝ᇱ) (10) 𝛽ᇱ = 𝑛𝛽ඥ2/𝑝ᇱ𝑓(𝑝ᇱ) (11) 
と与えられる．ここで，𝛼, 𝛽 はオリジナルモデルの減

衰定数，位相定数とする．表 1 にいくつかの  𝑝′ の値に

対するඥ2/𝑝ᇱ𝑓(𝑝ᇱ) などの数値を記載する．スケールダ

ウン後の媒質が完全導電媒質であるときを基準とした

ときの，海水の疑似スケールモデルとの差異は，減衰

定数，位相定数について，100MHz において 5%～6%で

あり，400MHz において 20%～24%である．このよう

に，周波数が 100MHz 程度以上になると，完全な疑似

スケールモデルは実現できないが，海水は導電媒質の

性質が優勢であるため，オリジナルモデルにおける電

磁界の振る舞いをよく近似することになる．  
 
表 1 海水（𝜀௥ = 80, 𝜎 = 4 S/m）の疑似スケールモデル

に関する諸量  
周波数  10 kHz 100 MHz 400 MHz 𝑛 1 100 200 𝑝′(= tan 𝛿ଵ) 8.99 × 10ସ 8.99 2.25 𝛾ଵ [1/m] 0.397 + 0.397𝑗 37.6 + 42.0𝑗 64.1 + 98.6𝑗 𝜆ଵ [m] 15.8 0.150 6.37 × 10ିଶ 𝛾ଶ [1/m] 2.10 × 10ିସ𝑗 2.10𝑗 8.38𝑗 𝜆ଶ [m] 3.00 × 10ସ 3.00 0.749 𝑓(1/𝑝ᇱ) 1.000 1.002 1.023 𝑔(1/𝑝ᇱ) 0.000 0.055 0.217 ඥ2/𝑝ᇱ𝑔(𝑝ᇱ) 1.000 0.946 0.806 ඥ2/𝑝ᇱ𝑓(𝑝ᇱ) 1.000 1.057 1.240 
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上述の疑似スケールモデルの適用条件は一様かつ導電

媒質であることである．しかしながら，実際に取り扱

う問題は，最も簡単な場合であっても，空気と海水の

二層問題である．この問題に疑似スケールモデルを適

用するため，周波数がオリジナルモデルの  𝑛ଶ 倍となる

ようなスケールダウンを施す．このとき，海水領域で

は，寸法が  1/𝑛 倍となるのに対して，空気領域では，

寸法が1/𝑛ଶ となる．すなわち，二つの領域でスケール

ファクタが異なるにもかかわらず，海水と空気の境界

面で境界条件を課さねばならない．このように，厳密

な意味で，疑似スケールモデルは二層問題には適用で

きない．しかしながら，波長に比べて短い範囲での電

磁界の振る舞いを検討する際は，近似的に疑似スケー

ルモデルを適用してよい．定性的に，波長より短い範

囲では，位相変化が小さく，電磁界は静電界もしくは

静磁界と類似した分布となるためである．事実，10 kHz
海 水 オ リ ジ ナ ル モ デ ル に お い て ， 20 m は  6.67 ×10ସ 𝜆଴ に対応し，スケールファクタ  𝑛 = 200 の 400 MHz
疑 似 ス ケ ー ル モ デ ル に お い て ， 0.1 m (= 20 m/200) 
は  0.133 𝜆଴に対応している．ここで，𝜆଴ は自由空間波長

とする．本稿のように，波長に比べて短い範囲を扱う

場合，空気領域における電磁界は距離の逆 2 乗もしく

は逆 3 乗に比例する分布であり，𝜆଴ にほぼ依存しない

ことから，オリジナルモデルの空気領域と同形の電磁

界分布とみなしてもよい．このため，条件付きではあ

るが，海水内の疑似スケールモデルを，空気領域を含

めた二層問題全体に適用できると考えられる．  
 

3. 疑似スケールモデルによる海中ダイポール

アンテナによる電界強度測定  
海水動作ダイポールアンテナ間の伝送特性を測定

するための室内設置可能な疑似スケールモデル実験系

の概略を図 1 に示す．二つのバズーカバラン付ダイポ

ールアンテナは，一方は信号発生器（SG）に接続され，

もう一方はプリアンプを介してスペクトラムアナライ

ザ（SA）に接続されている．ダイポールアンテナは，

図 2 に示すように，二本のセミリジッドケーブルの内

導体を利用して構成されており，外導体は半田付けさ

れている．これらの外導体には，長さが  λ଴/4 であるよ

うなバズーカバランが装着されている．通常，ダイポ

ールアンテナの付け根の折れ曲げ部分を開放状態とす

るが，食塩水内に沈めて使用するため，その部分にシ

リコン・シーラントを埋め込み，防水対策を施してい

る．さらにバズーカバランの後段に 180°3dB ハイブ

リッド結合器が接続されており，平衡成分のみを SG
もしくはプリアンプへ伝達している．ハイブリッド結

合器を含めたダイポールアンテナの反射量は約  -9 dB
であった．  

 
図 1 疑似スケールモデル実験系  

 

 

図 2 バラン付平衡ダイポールアンテナ  
 

長さ 10 mm のダイポールアンテナ#1 は，三軸ステ  
ージにより食塩水中を三次元的に走査できるようにな

っている．この可動ダイポールアンテナ#1 により生じ

る電界を液面直下に固定された長さ 10 mm のダイポ

ールアンテナ#2 により受信する．実験に利用した水槽

の寸法は 900mm×450mm×450mm であり，その底面か

ら 170 mm まで海水模擬食塩水を満たした．この食塩

水は，周波数 400 MHz において複素比誘電率の実部が

60.1 であり，導電率が 4.01 S/m であった（Speag DAK-
12 にて測定）．このとき，tan δ は 3.02 であり，完全導

電媒質ではない．食塩水内での波長は  λଵ=67.2 mm であ

り，ダイポールアンテナ#1, #2 の長さ 10 mm は波長換

算で  0.149 𝜆ଵ であり，微小ダイポールアンテナでない． 

3.1. 三次元測定の例  
ダイポールアンテナ#2 の深さ  𝑧 を変化させながら，𝑧 = 一定となる面における受信電界分布を測定した．

ここで，ダイポールアンテナ#1, #2 は  𝑥 方向を向いて

いる．図 3 はその一例であり，𝑧 = 20 mm, 40 mm 面内

における受信分布である．ここで，アンテナに接続す

るケーブルを直結したときの SA の受信レベルを 0 dB
基準としている．図中の  𝑥 = 𝑦 = 0 mm はダイポールア

ンテナ#1 がダイポールアンテナ#2 の直下に位置する

ときに対応しており，𝑥, 𝑦 は 10 mm 間隔で変化させて

いる．𝑥 = 𝑦 = 0 mm を中心とする分布は，ダイポール

アンテナ#1 の直接波受信による分布である．  
これに対して，あるレベルより小さくなると，直接  
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(a) 𝑧 = 20 mm 

  
(b) 𝑧 = 40 mm 

図 3 𝑥𝑦 面に平行な面内における受信電界分布（𝑥 偏
波受信）  
 
波の分布にみられる急なレベル低下がみられなくなり，

徐 々 に レ ベ ル が 小 さ く な る 傾 向 に 切 り 替 わ る ．𝑧 = 20 mm のとき，図 3(a)からレベルが約  -100 dB にお

いて，𝑧 = 40 mm のとき，図 3(b)からレベルが約  -115 dB
において，レベル変化の傾向の切替が観測される．  
 図 4 は  𝑥𝑧 面に平行な面  𝑦 = 0 mm, 50 mm, 100 mm に

おける受信電界分布を示す．  𝑦 = 0 mm 面（𝑥𝑧 面）で

は，図 4(a)から，𝑥 = 0 mm かつ  𝑧 = 10 mm の位置で最

大となる直接波が分布しており，その周辺に直接波と

は異なる形態の分布，すなわち，ラテラル波による分

布が観測される．𝑦 = 50 mm の面では，さらにレベル

が低くなるものの，ダイポールアンテナ#2 の近くでは

まだ直接波の寄与が優勢であり，それを取り囲むよう

にラテラル波と思われる分布が存在している．これに

対して，𝑦 = 100 mm 面では，直接波の寄与はほとんど

なくなり，液面に対して平行に近い等レベル面が観測

されるようになる．これはラテラル波が大きく関与し

ていると考えられる．  
 図 5 は  𝑦𝑧 面に平行な  𝑥 = 0 mm, 50 mm, 100 mm にお   

 
(a) 𝑦 = 0 mm 

 
(b) 𝑦 = 50 mm 

 
(c) 𝑦 = 100 mm 

図 4 𝑥𝑧 面に平行な面内における受信電界分布（𝑥 偏
波受信）  
 
ける受信電界分布を示す．𝑥 =  0 mm 面（𝑦𝑧 面）では，

図 5(a)から，𝑦 = 0 mm, 𝑧 = 10 mm の位置を最大とする

直接波が分布しており，それとは別の性質をもつ分布，

すなわち，液面に対してある角度をなす等レベル面を

構成するラテラル波の分布が存在することがわかる．𝑥 = 50 mm 面 , 𝑥 = 100mm 面とダイポールアンテナ#2
から離れると，直接波の寄与は小さくなり，ラテラル

波の寄与が優勢となっていく様子がわかる．  
 

3.2. 直接波とラテラル波の切替現象  
直接波とラテラル波の切替の様子を調べるために，𝑦𝑧 平面内分布について検討を加える．図 6 に，𝑦𝑧 面に

おける受信電界分布を示す．図 6(a)は，横軸をアンテ

ナ間の水平距離  𝑦 としており，図 6(b)は，横軸をアン

テナ中心間の距離  𝑑 = ඥ𝑦ଶ + 𝑧ଶ としている．図 6 から，

ダイポールアンテナ#2 の近くでは，直接波の寄与が優

勢で，その後，ラテラル波の寄与が現れることがわか

る．図 6(b)は，ダイポールアンテナ#1 の深さ z に関係

なく，直接波の寄与はアンテナ中心間の距離  𝑑 に関し

てすべて同一直線上にプロットされることを意味して

いる．これに対してラテラル波領域では，深さ  𝑧 によ

り枝分かれ，すなわち，別の曲線となる．これは，ラ

テラル波が被る伝搬損失（dB 値）が深さ  𝑧 に比例する

ためである．図 6(a)からわかるように，各深さ  𝑧 にお  
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(a) 𝑥 = 0 mm 

 
(b) 𝑥 = 50 mm 

 
(c) 𝑥 = 100 mm 

図 5 𝑦𝑧 面に平行な面内における受信電界分布（𝑥 偏
波受信）  
 
ける受信電界分布は，深さ  𝑧 の違いによる損失分を除

いて，同じ傾きの曲線となっている [2][4]．  
図 7 に，𝑦𝑧 面における受信電界分布の測定値，微小

ダイポールアンテナを仮定したときの電界分布のうち

直接波による寄与，ラテラル波による寄与の近似値，

ならびにモーメント法（MoM）により計算された受信

電界分布の直接波成分の距離特性を示す．ラテラル波

による寄与については Moore の近似式 [7][8]を利用し，

MoM 計算は Richmond の一様損失媒質中での線状アン

テナに対するモーメント法 [9]による．微小ダイポール

アンテナによる直接波およびラテラル波の寄与につい

ては，𝑦 = 0 mm での直接波のレベルが MoM 計算で得

られる受信レベルと同じになるように補正してある．

図 7(a)では  𝑧 = 20 mm 面，図 7(b)では  𝑧 = 40 mm 面に

おける結果が示されている．まず，微小ダイポールア

ンテナの直接波寄与と MoM 計算値はほぼ一致するこ

とがわかる．すなわち，10 mm ダイポールアンテナは，

微小ではないが，その近傍における電界の振る舞いは

微小ダイポールアンテナと類似している．測定値との

比較では，直接波領域では，測定値と直接波の厳密式

はよく一致している．直接波とラテラル波の遷移領域

を外れると，ラテラル波領域では，測定値とラテラル

波の近似式はほぼ一致している．なお，ラテラル波の

近似式の適用範囲から外れているためと考えられるが， 

 
(a) アンテナ間の水平距離  𝑦 の関数として表示  

 
(b) アンテナ中心間の距離  𝑑 の関数として表示  

図 6 𝑦𝑧 面内における受信電界分布  
 
直接波の厳密式とラテラル波の近似式を合成した結果

は，直接波領域において測定値より大きく外れてしま

う．このように，適用したラテラル波の近似式には適

用限界があるものの，測定値の直接波およびラテラル

波の距離特性は対応する近似式等で追従することがで

きる．このことは，測定値が本質的には直接波の寄与

とラテラル波の寄与の和により構成されていることを

強く示唆するものである．  

3.3. 受信ダイポールアンテナのアジマス角度特性  
図 1 において，ダイポールアンテナ#2 を角度ステー

ジで  𝑧 軸を中心に回転させるようにし，同軸ロータリ

ージョイントを介して，180°3dB ハイブリッド結合器

に接続することにより，ダイポールアンテナ#2 のアジ

マスパタンを測定した．図 8 にその結果を示す．ダイ

ポールアンテナ#1 は  𝑦𝑧 面内で移動させることとし，

まずその深さ  𝑧 を固定して，続けてダイポールアンテ

ナ#1 からの距離  𝑦 を固定して，パタンを取得している．

図からわかるように，ダイポールアンテナ#1 のアジマ

スパタンはほぼ  sin 𝜙 に従っていることがわかる [4]．
すなわち，微小ダイポールアンテナの放射パタンに類

似していることがわかる．アンテナ中心間の距離  𝑑 が  
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(a) 𝑧 = 20 mm 

 
(b) 𝑧 = 40 mm 

図 7 𝑦𝑧 面内における受信電界分布の直接波・ラテラル

波の寄与  
 
大きくなると，それに応じてレベルが小さくなること

がわかる．またレベルが  -100 dB を下回ると， sin 𝜙 の
ヌルによるくびれが消失していく傾向になる．これは

ラテラル波領域で生じるが，図 3 からわかるように，

この領域における三次元パタンは対称性を崩す傾向に

あることと関連すると考えられる．  
 

4. まとめ  
海中での電磁波利用に関する研究・開発において，

実験室内でスケールモデルによる測定系を組めるメリ

ットは大きい．本稿ではまず，疑似スケールモデルに

ついて，海水は完全な導電媒質でないが，近似的にオ

リジナルモデルの電磁界分布を模擬できること，また

波長よりも短い範囲に限定すれば，空気・海水からな

る二層問題にも適用できることを考察した．続いて，

10 kHz 海水オリジナルモデルに対する 400MHz 疑似ス

ケールモデルの室内実験系を構築し，ダイポールアン

テナ間の伝送特性の三次元分布を測定し，直接波とラ

テラル波の二つの伝搬要因により分布が構成されてい

ることを明らかにした．今後，著者らが検討している  

 
(a) 𝑧 = 20 mm 

 
(b) 𝑧 = 40 mm 

図 8 受信ダイポールアンテナのアジマスパタン  
 
海中電波測位システムに関する原理確認実験を疑似ス

ケールモデルにより実施する予定である．  
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